穴水町被災住宅耐震診断補助金交付要綱

（趣旨）

第１条　この補助金は、住宅の耐震診断を行う者に対し、予算の範囲内で補助金を交付し、令和６年能登半島地震により被災して耐震性が低下した住宅の耐震改修工事の促進を目的とする。

　
（補助対象者）

第２条　補助金の交付対象となる者は、次の各号すべてに該当する者とする。

　(1)　当該既存住宅の所有者、または居住者とする。

　(2)　町税を滞納していないこと。

（補助対象住宅）

第３条　補助の対象となる住宅（以下「補助対象住宅」という。）は、令和６年能登半島地震により被災し罹災証明（一部損壊以上）が発行された、一戸建ての住宅、長屋及び共同住宅（ただし、マンション（耐火建築物又は準耐火建築物であって、延べ面積が１，０００㎡以上であり、かつ、地階を除く階数が原則として３階以上のもの）を除く。）をいい、店舗等の用途を兼ねるもの（店舗等の用に供する部分の床面積が延べ面積の１／２未満のもの）を含む。
（補助の対象となる耐震診断）

第４条　補助の対象となる耐震診断は、建築士法第３条から第３条の３の規定による一級建築士、二級建築士又は木造建築士が「木造住宅の耐震診断と補強方法」に定める「一般診断法」、「精密診断法(時刻歴応答計算法による場合を除きます。)」、「既存鉄骨造建築物の耐震診断指針」、「既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」又は「既存鉄骨鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準」に則して行ったものとする。
（補助金の額）

第５条　補助金の額は、耐震診断に要する費用の４分の３に相当する額以内とし、その額は９万円を超えないものとする。

（適用除外）

第６条　町長は、次の各号のいずれかに該当する住宅の耐震診断については、当該耐震診断に係る補助金を交付しない。

　(1)　国、地方公共団体その他の機関が所有している住宅の耐震診断

　(2)　他の補助制度の補助金を受ける予定の住宅の耐震診断
　(3)　過去に耐震診断や耐震改修の補助金の交付を受けたことのある住宅の耐震診断

（交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、耐震診断の着手前に、補助金交付申請書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

　(1)　位置図

　(2)　耐震診断に係る契約書又は見積書の写し

　(3)　罹災証明書 
(4)　耐震診断業務を行う者の建築士免許証の写し

(5)　町税の納税証明書

(6)　その他町長が必要と認める書類

（実績報告）

第８条　補助対象者は、耐震診断が完了したときは、速やかに実績報告書（様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。
　(1)　耐震診断結果報告書
　(2)　当該被災住宅の外観写真（撮影方向の異なる全景写真２景以上）
(3)　耐震診断に係る請求書及び（交付申請時に見積書を提出した場合にあっては）契約書の写し

(4)　その他町長が必要と認める書類
（その他）

第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。

附　則

　この要綱は、令和６年７月１日から施行する。
